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表−１　沖縄本島中南部と政令指定都市の人口比較

　図−１　交通の地上と地下の使い分け（現状）
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はじめに
　沖縄は、戦災を受けた軽便鉄道が戦後に復旧
されず、今日に至るまで自動車主体の交通体系
となっている。道路渋滞による時間損失その他
の弊害から逃れるため、鉄軌道を含む新たな公
共交通システムの実現が切望されている。
　本論では、既存公共交通の改善から鉄軌道の
実現に至るまで、具体的な実現方策を提案する。

１．沖縄にふさわしい公共交通システム
1.1　自動車交通でなく公共交通

　表－１に、沖縄本島中南部地域と三大都市圏
を除く政令指定都市の人口比較を示す。沖縄本
島中南部地域は、広島市とほぼ同人数が約半分
の面積に住み、北九州市より狭い面積に多くの
人数が住むほど人口集積が高い。

　写真－１に、自動車・路線バス・LRT（次世
代型路面電車システム）が同人数を運ぶ場合の
占有面積の比較を示す。自動車は空間利用効率
が低いことは明白であり、エネルギー消費と環
境負荷も同様であり、人口集積が高いほど公共
交通主体の交通体系とすべきである。
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※http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/guidance/より

　写真−１　同人数を運ぶ場合の占有面積の比較

　沖縄には、鉄軌道はモノレール13kmしかなく、
また路線バスも利便性が高いとは言えない。道
路渋滞が激しいのは当然の帰結であり、早急に
公共交通主体の交通体系に改めるべきである。
　また、沖縄では海外の観光客、特に富裕層を
呼込みたい。国際免許を持つ人は限られ、日本
の交通ルールも分からず、案内標識も読めない
外国人向けに、レンタカーは有効でない。

1.2　地下でなく地上を走行

　図－１は、1950年代に世界中の大都市が選ん
だ結果である。当時は「地下鉄を持つことが先
進都市の証し」とされ、多くの大都市は路面電
車を廃止した。大都市の道路交通は速達性と定
時性が劣るので、人の移動は地下鉄が主体、道
路は物流が主体となり、モノの運搬が地平と高
架を占め、人の移動は地下に押込められた。

　図－２に、本来の姿を示す。人の移動を地平
と高架、モノの運搬を地下としたい。 


